
 

企業集団の状況 
 

 

 
  
当社の企業グループは、子会社２社で構成され、「産業機械関連事業（搬送機械、産業機械、放電機械、工作 
機械）」における製造販売、アフターサービス活動及び「その他の事業」における営繕、緑化管理、建物改修 
工事等の活動を主な内容としております。 
 事業の系統図は次のとおりであります。 
 
 
【産業機械関連事業】 
 
 
製品      得 意 先                               

 
《 販 売 》           

 
◎ 子 会 社      西 電 興 産 ㈱        
（搬送機械、産業機械、放電機械）

当                                      社 

《 原 材 料 》           
 
◎ 子 会 社     西 電 興 産 ㈱        

搬送機械、産業機械 
放電機械、工作機械 

 

【その他の事業】 
《営繕、緑化管理、建物改修工事等》 

 
◎ 子 会 社        西 電 興 産 ㈱           
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《 加 工 ・ 組 立 》           
 
◎ 子 会 社      ㈱西部ハイテック 
      
 （産業機械） 
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  （注）◎ ………  連結子会社 
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経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    
 
 
 
 (1)経営基本方針 
 
  当社の企業グループの基本方針といたしましては、「我々は、技術の本質を謙虚に探索し、自然
随順に即した応用で広く世界に貢献しよう」を“我々のロマン”として掲げ、「超精密とメカトロ
メーションの追求」を製品政策の基本とし、お客様のニーズに応えるユニークな製品づくりと、ご
満足いただくための完璧な商品をめざしてまいりました。変化の激しいボーダレスなスピード経済
の真っ只中で、市況に左右されない健全な経営基盤を確立するために、提案型営業の積極的展開に
よる受注確保と特徴のあるオンリーワン製品・システムのスピーディーな開発、そして徹底したコ
スト削減を図っております。当社の企業グループの１５年度経営方針の重点は次のとおりでありま
す。 
 最優先重点項目 
           ① 受注の確保 
           ② 新製品の開発 
           ③ コストの削減 
            
 重点項目 

① 売上債権・棚卸資産回転率の向上 
           ② 品質の向上  
           ③ ＥＲＰ(統合業務パッケージ)の安定と定着化 
           ④ 「標準化、共通化、ユニット化」の徹底浸透 
      ⑤ 平準化の徹底 
            ⑥ 特許、ＱＣ・標準化活動ならびにＯＵＴ＆ＵＰ運動の推進 
 
(2)利益配分に関する基本方針 
 
当社の配当政策につきましては、中長期計画、財務状況、収益性を考慮しつつ、安定的な配当を

継続して行うことを基本としており、業績の向上によって１株当たりの利益水準を高めるとともに、
これに対応した配当を決定すべきと考えております。なお、内部留保金は経営体質の充実ならびに
将来の事業展開に役立てる所存でございます。 
当期におきましては保有株式の評価損や遊休資産の売却損などを特別損失に計上したことによ

り、当期損失は４億３千８百万円となりました。期末配当金につきましては、株主の皆様のご支援
に報いるとともに財務内容ならびに今後の経営環境等を総合的に勘案し、別途積立金の一部を取崩
させていただいたうえで、中間配当金と同様に２円とさせていただきたいと存じます。 
平成１５年度につきましては、厳しい環境が続くものと予想されますが、年間配当金は１株につ

き４円（中間配当金２円）を予定しております。 
 
(3)中長期的な経営戦略 
  
当社の企業グループといたしましては、グローバルスタンダード化が一層進展し、ますます市場

競争は激化してくるものと認識いたしております。変化の激しい時代にあっても、繁栄できる「全
天候型の企業グループ」を構築するため市場ニーズに的確に応える新製品の開発ならびに品質・生
産性の向上、そして情報システムの強化による経営のスピードアップを図り、連結ベースでの成長
および収益確保に努めていく所存であります。 
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経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態経営成績及び財政状態    
 
 
 
(1)経営成績 
 
当期のわが国経済は、輸出に支えられながら緩やかな回復基調にありましたが、米国を中心に世

界経済の変調等から輸出の伸びが鈍化するとともに世界的な株価下落やデフレ圧力等から景気の
息切れ感が見られました。さらにはＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）の発生やイラク戦争の勃発
により、先行き不透明感が一段と強まってくるという経過を辿ってまいりました。 
この様な情勢の中で、当社は新製品の開発、提案型営業の積極的展開、品質ならびに生産性の向

上に努力してまいりましたが、公共投資の抑制に加え、価格競争が一段と激しさを増してきたこと
などの影響を受け、受注高は１３７億３千８百万円（前年同期比 1.2%減）、売上高は１３６億８
千５百万円（前年同期比1.2%減）と減少いたしました。利益面では、販売価格の低下と売上の減少
に対応して、コストダウンや経費削減等全社を挙げて注力いたしました結果、経常利益は、３億１
千５百万円（前年同期比505 .8 %増）と増益となりました。しかしながら、当期損益は保有株式の
評価損の計上や遊休固定資産の売却損等によって４億３千８百万円（前期 ４億１千１百万円の損
失）の損失となりました。 
 
事業部別の概況は次のとおりであります。 
 
 
［メカトロ事業部］ 
 
  当事業部では、価格競争の厳しい中、食品業界向けシステムの受注、売上があり、受注高は前年
同期比１４.１％増の５０億１千５百万円となり、売上高は、前年同期比１３.０％増の４７億３千
５百万円となりました。  
 
 
［産業機械事業部］ 
 
当事業部は、公共投資圧縮の影響を受け、受注高は前年同期比１３．５％減の４２億８千９百万

円、売上高も受注高と連動し前年同期比１４．９％減の４２億７千６百万円となりました。 
 
 
［精密機械事業部］ 
 
当事業部の放電機械部門は、アジア向け輸出が前年より回復し、受注高は前年同期比１６．５％

増の１５億５千４百万円、売上高も受注高に連動し前年同期比６．２％増の１５億６千５百万円と
なりました。また、工作機械部門は、ＩＴ関連の落ち込みにともない、受注高は、前年同期比２１．
０％減の１５億２千４百万円、売上高も受注高に連動し前年同期比６．５％減の１７億６千３百万
円となりました。 
 
 
［ そ の 他 ］          
 
その他につきましては、受注高は前年同期比５．０％増の１３億５千３百万円、売上高も受注に

連動し、前年同期比５．７％増の１３億４千４百万円となりました。 
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 (2)財政状態 
 
当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、売上債権

の減少３億４千１百万円（前年同期比４億９千２百万円減）、有形固定資産の売却による収入２億
１千７百万円（同６千万円減）や投資有価証券の売却による収入１億５千９百万円（同１億５千８
百万円増）等の収入要因はありましたが、税金等調整前当期純損失の５億５千２百万円（同１億１
千９百万円減）に加え、仕入債務の減少７億１千６百万円（同４億８千万円減）や短期借入金の純
減少２億２千３百万円（同１３億３千４百万円減）等の支出により、当連結会計年度末には、１４
億８千３百万円（同７億８千１百万円減 ３４.５％減）となりました。 
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果、使用した資金は６億１千９百万円（前年同期比７億３千１百万円増）となりま

した。 
これは、売上債権の減少や棚卸資産の減少等の収入要因がありましたものの、税金等調整前当期

純損失に加え、仕入債務の減少があったこと等によるものであります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果、得られた資金は２億８千５百万円（前年同期比１億６千９百万円増）となりま

した。 
これは、有形固定資産の売却や投資有価証券の売却による収入があったこと等によるものであり

ます。 
 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動の結果、使用した資金は４億４千７百万円（前年同期比１２億４千３百万円減）となり

ました。 
これは、短期借入金の純減少に加え、自己株式の取得や配当金の支払いを行ったこと等によるも

のであります。 
 
 
 
 

(3)次期の概要 
 
次期のわが国経済は、世界経済に不透明感が増してくる中で、長期化するデフレ状態に加え個人

消費や設備投資は慎重姿勢が続くなど極めて厳しい状況で推移するものと思われます。 
当グループといたしましては、変化する経済環境を充分に認識いたし、景気に左右されないオン 

リーワン的な新製品の開発と、これらの市場投入による受注・売上の拡大、更にはコストダウンや
経費削減に一層注力し、企業体質の強化に邁進いたす所存であります。 
平成１６年３月期の通期業績といたしましては、売上高１３７億円、経常利益５億６千万円を計

画しております。 
 



 
 

６  

連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等連結財務諸表等    
 
 

（１） 連結貸借対照表  
     （単位：百万円）

当     期 
 

（平成15年3月31日現在） 

前     期 
 

（平成14年3月31日現在） 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資産の部）  ％  ％  

流動資産 10,052 47.6 11,162 47.9 △   1,110 

現 金 及 び 預 金 1,483  2,264  △    781 

受取手形及び売掛金 6,403  6,745       △     341 

た な 卸 資 産  1,938   2,039  △    101 

繰 延 税 金 資 産 188  119  68 

そ の 他 の 流 動 資 産 97  87    9 

貸 倒 引 当 金 △ 58  △ 94  35 

固定資産 11,078 52.4 12,150 52.1 △   1,071 

有形固定資産  6,500 30.8  6,884 29.5 △    383 

建 物 及 び 構 築 物 835  1,013  △     177 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 330  395  △      65 

土 地 5,209  5,348  △     138 

その他の有形固定資産 125  126  △       1 

無形固定資産  43 0.2  57 0.3 △      14 

投資その他の資産 4,534 21.4 5,208 22.3 △     674 

投 資 有 価 証 券 1,618  2,327  △     709 

繰 延 税 金 資 産 1,533  1,486  46 

投 資 不 動 産 1,187  1,187   0 

   そ の 他 の 投 資  324   315  9 

貸 倒 引 当 金 △ 129  △ 107  △      21 

資 産 合 計          21,130 100.0 23,312 100.0 △   2,182 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

７  

 
 

     （単位：百万円）
当     期 

 
（平成15年3月31日現在） 

前     期 
 

（平成14年3月31日現在） 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（負債の部）      

流動負債 5,256 24.9 6,746 28.9 △  1,490 

支払手形及び買掛金 3,343  4,069  △ 725 

短 期 借 入 金 1,068  1,287  △  218 

未 払 費 用   791  1,206  △ 415 

そ の 他 流 動 負 債 53  184  △ 130 

固定負債 6,472 30.6 6,613 28.4 △ 140 

長 期 借 入 金 1,007  999    8 

退 職 給 付 引 当 金 2,977  3,058  △ 81 

再評価に係る繰延税金
負 債 

2,487  2,555  △  67 

負 債 合 計 11,729 55.5 13,360 57.3 △ 1,630 

（資本の部）       

資 本 金 －  2,658 11.4 △  2,658 

資 本 準 備 金 －  2,492  10.7 △  2,492 

再 評 価 差 額 金 －  3,566 15.3 △  3,566 

連 結 剰 余 金 － 
 
 

1,257  5.4 △ 1,257 

そ の 他 有 価 証 券   
評 価 差 額 金 

－   
 
 
       △ 15 △0.1  15 

自 己 株 式 －   
 
 
       △  7 △0.0  7 

       

資 本 金 2,658 12.6 － 
   
    

 2,658 

資 本 剰 余 金 2,492  11.8 －   2,492 

利 益 剰 余 金 740  3.5 －   740 

土 地 再 評 価 差 額 金 3,664 17.3 －   3,664 

そ の 他 有 価 証 券   
評 価 差 額 金 

29   
     
0.1 
 

       －   29 

自 己 株 式     △ 184 △0.8       －  △   184 

資 本 合 計 9,401  44.5 9,952 42.7 △ 551 

負債及び資本合計 21,130 100.0 23,312 100.0 △ 2,182 

 



 
 

 
 
 

８ 
 

 
   
     （２）連結損益計算書  

       （単位：百万円） 

当   期 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

前   期 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 
   ％  ％  
売上高  13,685 100.0 13,850 100.0 △ 164 

売上原価  10,539 77.0 10,799 78.0 △ 259 

売上総利益  3,145 23.0 3,050 22.0      95 

販売費及び一般管理費  2,810 20.6 2,998 21.6 △ 188 

営 業 利 益  335 2.4 52 0.4  283 

営業外収益  80 0.6 121 0.9 △ 40 

受 取 利 息 ・ 配 当 金   21   55  △ 34 

そ の 他   59   65  △ 6 

営業外費用  100 0.7 121 0.9 △ 21 

支 払 利 息   37   49  △ 12 

そ の 他   62   71  △ 8 

経 常 利 益  315 2.3 52 0.4  263 

特別利益   38 0.3  11 0.1  26 

投資有価証券売却益  20  －    20 

その他特別利益   18   11     6 

特別損失  907 6.6 736 5.3  170 

投資有価証券売却損  18  －   18 

投資有価証券評価損  630  496   133 

その他特別損失   258   240    18 
税 金等調整前当期純利益 
       （△は損失）  △552 △4.0 △672 △4.8   119 

法人税､住民税及び事業税  19 0.1 18 0.1  0 

法 人 税 等 調 整 額  △133 △0.9 △279 △2.0    145 

当期純利益（△は損失）  △438 △3.2 △411 △2.9 △ 27 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 

９ 
 

 
（３）連結剰余金計算書 
                                                                             （単位：百万円） 

当  期 
  自平成 14 年 4 月 1 日 
  至平成 15 年 3月 31 日 

前  期 
  自平成 13 年 4 月 1 日 
  至平成 14 年 3月 31 日 

 
増  減 
（△は減） 

        期  別 
 
 
 
科   目 金  額 金  額 金  額 

連結剰余金期首残高 － 1,650 △1,650 

連結剰余金増加高    

 持分法適用会社減少に伴う増加高 － － － 

 連結子会社減少に伴う増加高 － － － 

再評価差額金取崩額 － 132 △ 132 

連結剰余金減少高    

 配当金 － 113 △ 113 

 役員賞与 － 0 △  0 

  再評価差額金取崩額 － － － 

自己株式消却額 － － － 

当期純利益（△は損失） － △    411 411 

連結剰余金期末残高       －       1,257       △1,257 

（資本剰余金の部）    

資本剰余金期首残高 2,492 － 2,492 

 
      2,492 

 
－ 

 
      2,492 

 
資本剰余金期末残高 
 
（利益剰余金の部） 

   

利益剰余金期首残高 1,257 － 1,257 

利益剰余金減少高 516 － 518 

 配当金 60 － 60 

  役員賞与 0 － 0 

 土地再評価差額金取崩額     17 －    17 

 当期純損失 438 － 438 

利益剰余金期末残高 740 － 740 

 
 



 

１０ 
 

 

 
    (４)連結キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：百万円）

当 期 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

前 期 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

増  減 
 

（△は減） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純損益  △   552 △   672 119 

減価償却費  190 204 △    13 

退職給付引当金の減少額  △    81 △   347  266 

貸倒引当金の増加額  － 52 △    52 

貸倒引当金の減少額  △    14 － △    14 

投資有価証券評価損  630 496 133 

施設利用権評価損  2 3 △     0 

受取利息及び受取配当金  △    21 △    55 34 

支払利息  37 49 △    12 

投資有価証券売却益  △    20 △     0 △    20 

投資有価証券売却損  18 － 18 

固定資産売却損  68 － 68 

売上債権の減少額  341 834 △   492 

棚卸資産の減少額  101 101 △     0 

仕入債務の減少額  △   716 △ 1,196 480 

未払金の増加額  － 10 △    10 

未払金の減少額  △     0 －  △     0 

未払消費税等の増加額  － 54 △    54 

未払消費税等の減少額  △    43 － △    43 

前受金の増加額  － 33 △    33 

前受金の減少額  △    36 － △    36 

役員賞与の支払額  △     0 △     0 0 

その他   △   486   557 △ 1,043 

小計   △   582  124 △   707 

利息及び配当金の受取額  21 55 △    34 

利息の支払額  △    38 △    52  14 

法人税等の支払額  △    19 △    15 △     3 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   △   619  112 △   731 
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 （単位：百万円）

当 期 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

前 期 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

増  減 
 

（△は減） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △    96 △   134 38 

有形固定資産の売却による収入  217 277 △    60 

投資有価証券の取得による支出  △     2 △     1 △     1 

投資有価証券の売却による収入   159  0  158 

貸付による支出  △     0 △    35   34 

貸付金の回収による収入  13 9 3 

その他  △     4 － △     4 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  285 115  169 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金純減少額  △   223 △ 1,557  1,334 

長期借入による収入  30 － 30 

長期借入金の返済による支出  △    16 △    12 △     4 

自己株式の純増加額  △   177 △     7 △   170 

配当金の支払額  △    60 △   113  53 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △   447 △ 1,690  1,243 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  △   781 △ 1,462 681 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,264 3,727 △ 1,462 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  1,483 2,264 △   781 
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連結財務諸表作成の基本となる事項 
 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 
   連 結 子 会 社        ……２社  西電興産㈱ 

㈱西部ハイテック 
 

２．持分法の適用に関する事項 
 

該当ありません。 
 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 
 
   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
 
   イ．有価証券 
       その他有価証券 
       
       時価のあるもの ……… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 
                  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総

             平均法により算定しております。） 
       
       時価のないもの ……… 総平均法による原価法 
 

ロ．たな卸資産    
      製品・仕掛品 
 
      注文品    ……… 個別法による原価法 
 
            標準品     ……… 主に総平均法による原価法 
 
    原材料及び貯蔵品 ……… 主に先入先出法による原価法 
 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 

イ． 有形固定資産 ……… 定率法 
                                  ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設 

備を除く）については定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     建  物  ３～５０年 
     機械装置    １０年 
 
 

  ロ．無形固定資産 ……… 定額法 
                    ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。  
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 （３）重要な引当金の計上基準 
 
   イ．貸倒引当金 
 
       売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 
            り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 
 
   ロ．退職給付引当金 
 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

 の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数に基づく定額法により按分し

た金額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は各期の発生時における従業員の平均残存勤務年数に基づく定額法

により按分した金額をそれぞれ発生の翌期から費用処分しております。 
 
 
 （４）重要なリース取引の処理方法 
 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 
        取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 
（５）消費税等の会計処理の方法 
 
     税抜方式を採用しております。 
 
 
（６）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
 
      当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計

基準第１号）を適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微
であります。 
 なお、連結財務諸表規則の改正により、連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余 
金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 
 
（７）１株当たり当期純利益に関する会計基準 
  
    「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年
４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準によ
っております。これによる影響はありません。 

 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 
   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
 
   連結調整勘定の発生がないため該当事項はありません。 
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７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 
   連結剰余金計算は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基 
  づいて作成しております。 
 
 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金範囲 
 
   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に満期の到来する短期投資からなっております。 

 
９．連結貸借対照表及び連結損益計算書の注記 
 
  当 期       前 期       

（１）自己株式の数  １，１００,００９株
  

 ３７，０９８株
  

    
（２）有形固定資産の減価償却累計額  ５，２６１百万円 ５,３０７百万円 
    
（３）受取手形割引高  ６２百万円 ９０百万円 
    
（４）裏書手形譲渡高  ―百万円 ―百万円 

 
１０．連結キャッシュ・フロー計算書の注記 

  当    期 前 期             

 連結貸借対照表上の現金及び預金勘定期末残高
と、連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び
現金同等物期末残高との調整 

  

    
 現金及び預金勘定の期末残高 

資金の範囲に該当しない定期預金 
現金及び現金同等物の期末残高 

１,４８３百万円 
―百万円 

１,４８３百万円 

２,２６４百万円 
―百万円 

２,２６４百万円 
 

１１．税効果会計に関わる注記 

 

（１） 繰延税金資産の発生の主な内訳 

                                              当 期                 前 期       

    繰延税金資産 

    賞与引当金損金算入限度超過額                      １０９百万円            １０６百万円 
    貸倒引当金損金算入限度超過額                       ２１百万円             ３７百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過額               １，２１４百万円          １，１７４百万円 
有価証券評価損                                 ３２８百万円            ２７８百万円 
有価証券評価差額                                 ―百万円              ８百万円 
繰越欠損金                                    ８９百万円             １９百万円 
その他                                         ５百万円              ９百万円 

   小計                                     １，７６８百万円          １，６３４百万円 
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      評価性引当額                               △ ２５百万円         △  ２８百万円 

       合計                                        １，７４３百万円          １，６０５百万円 

   繰延税金負債 

      有価証券評価差額                          △ ２２百万円            ―百万円 

    繰延税金資産の純額                              １，７２１百万円          １，６０５百万円 

 

 

（２） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳 

当 期           前 期       

 

    法定実効税率                                        ４１.７％      ４１.７％        
      （調整）                                                 

   交際費等永久に損金に算入されない項目                △ ２.８％     △ ２.２％          
  受取配当等永久に益金に算入されない項目                １.０％        １.２％          
住民税均等割等                               △ ２.９％      △ ２.４％         
税率変更による税金資産修正                     △ ９.１％          ―％         
連結子会社欠損金                            △ ２.８％          ―％   
評価性引当額                               △ ２.９％          ―％   
その他                                      △ １.５％        ０.５％         
税効果会計適用後の法人税等の負担率                  ２０.７％        ３８.８％        

                                     （注）平成15年3月31日に「地方税法等
の一部を改正する法律」が公布さ
れたことにより、平成16年4月1日
以降に解消が見込まれる一時差異
等に係る繰延税金資産及び繰延税
金負債の金額の計算については、
当期より従来の41.7%に代えて40.
4%を適用しております。 

  

１２．リース取引の注記 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  当 期          前 期          

取 得 価 額 相 当 額                （工具器具備品） ６４５百万円 ６９９百万円 

 （ 車  両 ） ９百万円 ― 

 （機 械 装 置 ） ３７百万円 ８百万円 

減価償却累計額相当額            （工具器具備品） ３３５百万円 ３１２百万円 

 （ 車  両 ） １百万円 ― 

 （機 械 装 置 ） ５百万円 ２百万円 

期 末 残 高 相 当 額                （工具器具備品） ３１０百万円 ３８７百万円 

 （ 車  両 ） ７百万円 ― 

 （機 械 装 置 ） ３２百万円 ５百万円 
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（２）未経過リース料期末残高相当額 

                                          当 期               前 期          

       未経過リース料                 １ 年 内               １２８百万円      １２１百万円 

       期末残高相当額                 １ 年 超          ２９５百万円      ２８４百万円 
                         
                        合 計             ４２４百万円      ４０６百万円 

 
 
 
 
（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

                                          当 期               前 期          

       支 払 リ ー ス 料                  １４０百万円       １３７百万円 

       減価償却費相当額                  １２７百万円       １２３百万円 

       支払利息相当額                    ６百万円        １３百万円 

 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    ・減価償却費相当額の算定方法                     

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

    ・利 息 相 当 額 の 算 定 方 法                     

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

     については、利息法によっております。 

 

１３.退職給付に関する注記 

 

（１） 採用している退職給付制度の概要 
      当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金 
        制度を設けております。また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計

算による退職給付債務の対象とされない退職時加給金を支払う場合があります。 
 

 

（２） 退職給付債務に関する事項（平成15年3月31日現在） 
          イ.退職給付債務               △５，５４４百万円 
          ロ.年金資産                                   １，３９２百万円 

ハ.未積立退職給付債務            △４，１５１百万円 
ニ.未認識数理計算上の差異                ９７８百万円 
ホ.未認識過去勤務債務               １９５百万円 
ヘ.連結貸借対照表上の金額          △２，９７７百万円 

          （注）連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用しております。 
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（３） 退職給付費用に関する事項（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日） 

イ.勤務費用                    ２１６百万円 
ロ.利息費用                    １３０百万円 
ハ.期待運用収益（減算）             △ ４１百万円 
ニ.数理差異                     ２３百万円 
ホ.過去勤務債務                   １５百万円 
ヘ.退職給付費用                  ３４４百万円 

          （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ.勤務費用」に計上して 
                おります。 
 
 
（４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ.退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準 
ロ.割引率               ２．５％ 
ハ.期待運用収益率             ２．５％ 
 
ニ.過去勤務債務の処理年数              発生時の従業員の平均残存勤務年数に基づ

く定額法により、按分した金額を費用処理し
ております。 

ホ.数理計算上の差異の処理年数       発生時の従業員の平均残存年数による定額
法により、按分した金額を費用処理してお
ります。 
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セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報    

    

１． 事業の種類別セグメント情報 
   事業の業種として「産業機械関連事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、当連 
結会計年度及び前連結会計年度につきましては、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び 
全セグメントの資産の金額の合計額に占める「産業機械関連事業」の割合がいずれも９０％を 
越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
 

  ２． 所在地別セグメント情報 
      当連結会計年度及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社 
    及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

 
 

  ３． 海外売上高 
     
         当期（平成 14年 4月 1 日～平成 15 年 3月 31 日）    （単位：百万円） 

 アジア 欧  米 計 

Ⅰ．海外売上高 1,492     11      1,503 

Ⅱ．連結売上高      13,685 

Ⅲ．連結売上高に占める 
  海外売上の割合 

％ 
  10.9 

％ 
    0.1 

％ 
 11.0 

  (注)１．各区分に属する主な国又は地域 
     アジア：東アジア及び東南アジア諸国 
     欧 米：ヨーロッパ諸国及び米国 
   ２．海外売上高は、本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
 
 

       前期（平成 13年 4月 1 日～平成 14 年 3月 31 日）    （単位：百万円） 
 アジア 欧  米 計 

Ⅰ．海外売上高 1,408     20      1,429 

Ⅱ．連結売上高      13,850 

Ⅲ．連結売上高に占める 
  海外売上の割合 

％ 
  10.2 

％ 
    0.1 

％ 
 10.3 

  (注)１．各区分に属する主な国又は地域 
     アジア：東アジア及び東南アジア諸国 
     欧 米：ヨーロッパ諸国及び米国 
   ２．海外売上高は、本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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有価証券有価証券有価証券有価証券    

    
  （当連結会計年度）（平成 15年 3月 31 日） 

 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                 (単位：百万円) 

 種   類 取得価格 連結貸借対照表計上額 差 額 

(１) 株 式 
 
(２) 債 券 
 
(３) その他 

489

－

－

660 

 

－ 

 

－ 

170

－

－

 
連結貸借対照表計上額が取
得価格を超えるもの 
 

小計 489 660 170

(１) 株 式 
 
(２) 債 券 
 
(３) その他 

940

－

22

822 

 

－ 

 

22 

△ 118

－

0

 
連結貸借対照表計上額が取
得価格を超えないもの 
 

小計 962 844 △ 118

合 計 1,452 1,504 51

 
 

２．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券（自 平成 14 年 4月 1 日  至 平成 15 年 3 月 31 日） 
                   (単位：百万円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

159 20    △  18 

 
 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                   (単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 摘   要 

(１) 満期保有目的の有価証券の内容 
 
(２) その他の有価証券 
    非上場株式(店頭売買を除く)     

－ 
 
 

114 

 

 
 

３．その他の有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
                   (単位：百万円) 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

 (１) 債券 
 
 (２) その他 

－

－

－

22

－ 

 

－ 

－

－

合 計 － 22 － －

     
 
 

 
 



 

２０ 
 

 
 
   
 
（前連結会計年度）（平成 14年 3月 31 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                 (単位：百万円) 

 種   類 取得価格 連結貸借対照表計上額 差 額 

(１) 株 式 
 
(２) 債 券 
 
(３) その他 

797

－

－

1,026 

 

－ 

 

－ 

229

－

－

 
連結貸借対照表計上額が取
得価格を超えるもの 
 

小計 797 1,026 229

(１) 株 式 
 
(２) 債 券 
 
(３) その他 

1,304

－

135

1,082 

 

－ 

 

103 

△ 221

－

△  31

 
連結貸借対照表計上額が取
得価格を超えないもの 
 

小計 1,439 1,186 △ 253

合 計 2,237 2,212 △  24

 
 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                   (単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 摘   要 

(１) 満期保有目的の有価証券の内容 
 
(２) その他の有価証券 
    非上場株式(店頭売買を除く)     

－ 
 
 

114 

 
 
 
 

 
 

３．その他の有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
                   (単位：百万円) 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

 (１) 債券 
 
 (２) その他 

－

56

－

30

－ 

 

10 

－

6

合 計 56 30 10 6

 
 
 
 
 

デリバティブ取引デリバティブ取引デリバティブ取引デリバティブ取引    
    
                    該当事項はありません 。 
 



 
２１
 

受注及び販売の状況受注及び販売の状況受注及び販売の状況受注及び販売の状況    
   
   （１）生産実績                                  (単位:百万円) 

    当    期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 
 

前    期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 
 

期  別 
 
 
 
区  分 金  額 百分比 金  額 百分比 

 
 

増 減 
（△は減） 

搬 送 機 械           4,947 36.2 4,048 29.5 898 

産 業 機 械           4,073 29.8 5,209 38.0 △1,136 

放 電 機 械           1,502 11.0 1,400 10.2 102 

工 作 機 械           1,785 13.1 1,816 13.2                 △   31 

そ の 他           1,345  9.9 1,251  9.1 94 

合      計 13,653 100.0 13,726 100.0          △   72 

 
 
 
  （２）受注状況                                  (単位:百万円) 

    当    期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 
 

前    期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 
 

 
増 減 
（△は減） 

受注高 受注残 受注高 受注残 受注高 受注残 

  期  別 
 
 
 
区  分 

金 額 金 額 金 額 金 額 金 額 金 額 

搬 送 機 械           5,015 2,667 4,397 2,386 618 280 

産 業 機 械           4,289 530 4,956 517 △  666 12 

放 電 機 械           1,554 308 1,334 319 220 △   11 

工 作 機 械           1,524 442 1,928 682 △  404 △  239 

そ の 他           1,353 115 1,289 105 63 9 

合      計 13,738 4,064 13,906 4,011 △  168    52 

 
 
   （３）販売実績                                   (単位:百万円) 

    当    期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 
 

前    期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 
 

期  別 
 
 
 
区  分 金  額 百分比 金  額 百分比 

 
 

増 減 
（△は減） 

搬 送 機 械           4,735 34.6 4,190 30.3 544 

産 業 機 械           4,276 31.3 5,027 36.3 △ 750 

放 電 機 械           1,565 11.5 1,473 10.6 92 

工 作 機 械           1,763 12.9 1,885 13.6 △  122 

そ の 他           1,344  9.7 1,271  9.2 72 

合      計 13,685 100.0 13,850 100.0 △  164 
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